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【被災地市町村長からの緊急要望】（要約）
平成23.10.24．
１．第三次補正予算および来年度本予算について

○被災地にとって大規模かつ使い勝手の良いものにする。
○県の枠組みにこだわらない広域市町村連合による復興庁との連携体制を作り上げる。
２．仮設住宅や在宅避難者への対策について
○平均的かつ平等なサービスを提供するため、広域市町村連合において民間などの政策集団を活用し、復興再生計画による政策をまとめ上げる。

３．復興特区と規制緩和について
○農林水産業の特区を速やかに認定して、本要望・提言の実行・実現を図る。特に、水産業においては国が直接に漁船の手配を行う。
○生活弱者や高齢者、仮設住宅環境に適した制度改正を行うとともに、少なくとも災害救助法の適用延長および訪問主体の医療体制の整備を急ぐ。

○産業特区による企業誘致、雇用創出を速やかに実現する。また、企業誘致のための大幅な減税措置を実現する。
４．財政支援について
○市町村に重たくのしかかる財政負担をできるだけ減らせるように、あるいはなくせるように財政支援政策を一日も早く行う。
５．福島第一原子力発電所事故について
○除染作業を徹底する予算の確保とともに、最終処分場所の決定を早急に行う。
○放射性物質のモニタリング調査を徹底する。特に、農林水産物の放射線量測定を徹底して行う。
○国が福島原発事故からの復興再生ビジョンを速やかにかつ明確に打ち出す。
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